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1. 事業概要 

地方公共団体における住民と行政との接点（フロントヤード）について、「創意工夫を活かした複数

の改革を前提として、取組全体の最適化」を図る総合的な実証支援を通じて、「住民利便性の向上」と

「業務の効率化」を実現する汎用性のある人口規模別のモデルを構築するとともに、その横展開を図る

ことを目的としたフロントヤード改革が総務省にて推進されている。 

本事業は、当該事業を受託した愛知県みよし市（（以、、本市）が令和６（（2024）年度に実施した自治

体フロントヤード改革モデルプロジェクト（人口５万人以上 10万人未満の団体モデル）である。 

 

1.1 事業の目的 

本市では、職員が減っても行政サービスの提供水準を維持し、持続可能な行政へと転換するという背

景に基づき令和３（（2021）年８月に「みよし市デジタル化推進構想」を策定し各種施策を検討実施して

いる。 

住民利便性向上のためオンライン申請のさらなる拡大に向けて、令和５（2023）年４月に市全体の申

請や届出約 1,500 件について分類分けを行い、令和７（2025）年度までにオンライン化していく方針

（「みよし市オンライン化方針」）を策定し、研究会で進捗管理を行っている。 

また、本市の書かない窓口は、市民課だけで使うものを想定していない。市民課又は総合窓口でマイ

ナンバーカードにより受け付けた情報は、他課へ連携が行われ、職員が補記訂正を行いタブレット上で

確認するのみで完了する運用を想定している。セルフ交付の仕組みとしてコンビニ交付は既に実施し、

市役所内にはマイナンバーカードをかざすことで住民票の発行ができる端末を設置しているが、税証

明書の発行ができないことから、税証明書まで発行できる J-LIS のらくらく窓口証明書交付サービス

設置を検討している。 

また、令和７（2025）年４月から文書管理システムの運用が開始となることにより、ペーパーレス化

がより一層進み、申請から審査、決定までデジタルで一貫処理できることになる。これにより事務室内

でスペースを取っている紙文書保管用のキャビネットが不要となってくることから、市役所の庁舎空

間の在り方や総合窓口化、総合窓口の委託化も視野に入れており窓口担当課が集まる庁舎一階のレイ

アウト変更も検討対象としている。 

しかし、以、のような課題があり検討、実証評価を行うことが本事業の目的である。 

➢ オンライン申請率３％程度であり、紙の申請が多い 

➢ オンライン申請の場合でも、紙でバックヤードの事務処理を実施している 

➢ 各システム（ツールや基幹システムも含む）が連動していないため、そのつなぎをヒトが実施して

いる。 

➢ 形式的な業務（申請手続の案内や書き方、申請内容のシステムへの転記等）も職員が実施してお

り、本来職員がやるべき業務に注力できていない。 

 

様々な施策を検討しているものの、個別最適の考えになってしまっていることから、これらを一連の
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流れで検討する。本事業では、本市の「来ない窓口」「書かない窓口」を実証し、総合窓口化に向けて

既存のシステムと連動した窓口設計からバックヤードまで一気通貫型の業務設計を実施していく。 

1.2 事業の内容 

本市ではオンライン申請やチャットボット、RPA、ノーコード（・ローコードツールなどのデジタルツ

ールを導入し、住民の利便性の向上と職員の業務負担の軽減を図っている。本事業においては、本市が

作成した市役所のデジタル化イメージ図をベースに、単なるデジタルツール導入にとどまらない「市役

所に来なくてもよい」「市役所に来た場合でも書かない・待たない」オムニチャンネル化した窓口を設

計する。また、外部委託と職員の役割を明確化した上で、徹底して電子情報でやり取りをするバックヤ

ードの構築を目指す。 

具体的には、書かない窓口・申請ナビ・電子化サポート（紙申請の電子化）・電子審査を組み合わせ

た仕組みを導入し、フロントヤードのオムニチャネル化・バックヤードの効率化に取り組む。 

本事業においては以、を事業テーマとしてフロントヤードの改革を進めるとともに同一人口規模に

展開ができるモデル構築を目指す。 

 

(1) 住民窓口多様化モデルの構築 

(2) サービスモニタリングの仕組み構築（各種ダッシュボード化） 

(3) データの分析に基づく利用推進・業務の継続改善 

(4) 継続的なデジタル化の推進・BPR 推進のための仕組み導入 

(5) フロントヤード改革に伴う庁舎空間整備計画策定 

 

(1) 住民窓口多様化モデルの構築 

本事業のベースとなるシステム、サービスの全体像について説明する。 

 
図表（1-1（住民窓口多様化モデル 
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本システムとサービスは、基幹システムで管理されている住民情報をバックヤードで連携して中間

DB として自治体基盤クラウド（（BCL）に保持し、電子審査システム、申請ナビで利用できるようにして

いる。これにより、既に自治体で保有している住民情報について、再度住民が記入・申請することなく

サービスを受ける事ができる仕組みである。 

 

(2) サービスモニタリングの仕組み構築（各種ダッシュボード化） 

集約したデータを活用し「住民の利用状況を把握し、適切な利用促進策の実施」、「業務処理状況を把

握し、更なる効率化・品質の向上」につなげる。これらの運用を継続的に実施するために BI ツールを

利用したダッシュボードを用意し、庁内の活用推進にもつなげる。 

 

図表（1-2（ダッシュボード画面イメージ 

 

(3) データの分析に基づく利用推進・業務の継続改善 

ダッシュボード及び収集データの分析をもとに、住民の電子申請の利用率を上げるための施策を検

討する。また、職員が収集データを分析し、業務改善策を継続的に検討・活用する。 
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図表（1-3（ダッシュボードの取得項目 

 

(4) 継続的なデジタル化の推進・BPR 推進のための仕組み導入 

継続的にデジタル化、業務改善を拡大していくためには、職員の意識改革とともに推進していくた

めに各種情報の可視化・推進を可能とする仕組みが必要となる。本市のフロントーバックヤード改革

情報を取り込んで管理するとともに、他自治体と良い事例を共有して推進していく業務標準化支援ツ

ールを導入する。 

 

図表（1-4（継続的なデジタル化の推進・BPR 推進のための仕組み導入イメージ 

 

(5) フロントヤード改革に伴う庁舎空間整備計画策定 

本事業によるデジタル化の進展、文書管理システム、電子決裁システム導入によるペーパーレス化

の進展で紙文書保管のキャビネットが不要になったり、窓口機能の変更が必要になったりしてくる。

将来的なニーズ変化も加味しながら可変的な什器を使用するなど空間整備計画を策定し、一階の一部

分から空間整備計画の実施を行うことで、市民・職員双方にとって分かりやすく効率的な動線を実現

していく。  
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2. 目指す姿・改革全体の KPI 

2.1 フロントヤード改革により目指す姿 

 

市役所に来なくてもインターネット上で行政手続きが完結できる仕組みを構築することで、市役所に行く

という手間をなくしていく。 

インターネット上で行政手続きができない、完結できないなど来庁しないといけない場合でも市民の利便

性を向上させるために１度記入した内容は再度記入させないワンスオンリーな窓口、ライフイベントごとの

ワンストップ窓口、複数課にまたがる申請や届出を１か所で完結できる総合窓口など、本市に適した窓口を

目指していく。 

また、窓口の中の職員動線についても受付と処理を分離する２線方式、３線方式の検討を進め、業務の効

率化を図っていくとともに、課内打合せスペースや高集中ブースなど職員が働きやすく、働きたいと思える

環境を構築していく。 

職員がやらなくてもよい業務とやらなければならない業務をわけることで、やらなくてよい業務を外部委

託し職員が本来やらなければならない業務に注力する体制を構築する。 

外部委託する先も基幹系システム標準化によって標準化された業務内容となっていることから、複数団体

で運営を行いランニング費用の圧縮を図っていく。 

以上のことを組み合わせて実施することで、デジタルの得意不得意にかかわらず市民が利便性を享受する

ことができ、かつ、職員の業務効率も向上し市民と職員両方に優しい市役所のデジタル化を実現していく。

さらに、２０４０年問題に向けて展開する施策や今後発生する課題に対応する職員の機動的な配置が可能と

なる素地を作っていく。 
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2.2 改革全体の KPI 

 

KPI 目標 改革前 設定の背景 

オンライン申請可能手続数 1,554 手続 

(R8 末) 

※全手続 

35 手続 

(R4 末) 

みよし市オンライン化方針（HP

で公開）で対象としている手続

数 

オンライン申請件数 200,000 件 

(R8 末) 

※R4末の２倍を目標 

111,949 件 

(R4 末) 

総務省自治体 DX・情報化推進

概要（地方公共団体における行

政手続等に係るオンライン利

用状況調査結果）参照（「デジ

タル社会の実現に向けた重点

計画」地方公共団体が優先的に

オンライン化を推進すべき手

続）、県電子申請システム件数 

サービス利用者の満足度 4 ― 現在の住民満足度が 10 点満点
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(R8 末) で 7.9 となるため、5点満点計

算では上回る 4を設定 

フロントーバックヤードの

連携数 

18 手続 

(R8 末) 

0 16 手続を電子審査システムへ

連携したため、標準化完了後の

R8 に今年度から 20%の手続数

増加を設定 

※みよし市オンライン化方針は、高齢化率が約 19％と全国的に見て若い街である本市が、市役所に来な

くてもよい環境を実現するために申請や届出など全ての手続きを把握し、申請件数の多さやオンライン

化の困難な状況程度によりオンライン化する順位付けを４段階で行い、令和８年度末には全ての手続き

をオンライン化する方針を掲げている。しかし、現在利用している愛知県共同利用の電子申請システム

が令和７年４月から変更となり、申請フォームが移行できないことから令和６年度中の新規作成を制限

しており想定より少ないオンライン申請可能手続数となっている。 
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3. モデルプロジェクトのスケジュール 

マイルストーンの予実と実施スケジュールは以、の通りである。 

 

 

図表（3-1（実施スケジュール 

 

令和６（2024）年４月末に対象手続を決定予定だったが、契約時期が５月にずれ込んだこと、庁内・事

業者との調整に時間を要したことにより令和６（2024）年７月末に対象手続が決定した。BPR やシステム

仕様検討工程は対象手続決定後に着手可能となることから、全体のスケジュールが後ろ倒しとなり、結

果、当初令和６（2024）年 12月開始としていた実証開始も令和７（2025）年２月末開始となった。 

BPR およびシステム仕様の検討工程で遅延解消に取り組んだが、業務とシステムの検討を並行して進

めるスピード感に対して、業務担当職員との事前調整や説明、BPR の進め方・システム機能の説明およ

び共通理解が不足し、遅延解消には至らなかった。 

  

【スケジュールのポイント】 

 実現可能なスケジュール感や具体的な作業内容、役割分担をキックオフ前から事業者と密に認識合わ

せをすることはもちろん、事業内容の周知だけでなく、導入予定のシステムやサービスの勉強会、BPR の

進め方に関する説明会などを定期的に開催し、職員の理解度向上や意見収集を行うことが重要である。

主管課と事業者だけでなく、全庁的な理解度を高める活動に期間をかけて進めることで、事業開始後の

進捗が向上し対象手続となった担当職員の急な負担を軽減できる。 

 また、BPR の進め方についても、システム導入ありきであったため、担当課は現状の業務フローを確認

している場合でも、システムが入ったらどうなるのかという方向に話題がそれがちであり、現状の業務

フロー確認がなかなか進まなかった。途中からは、何を確認するために打合せをやっているのかを冒頭
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に明言し、話題がそれた場合も今回の打合せでは対象外であることを伝え軌道修正する役割を事業者側

で明確化したことで、スムーズな進行となった。 

 

 

  



10 

 

 

4. 庁内の推進体制 

 

本事業を推進するにあたり、新たに組織化をしたものはなく、既存組織で対応した。 

 

経営会議：市行政の重要事項について効果的及び効率的な経営を図ることを目的とする 

情報化推進委員会：情報化の推進により地域住民の利便性及び行政事務の効率化を図ることを目的

とする 

窓口サービス向上委員会（：来庁者の視点に立ち、便利で快適な窓口サービスの提供及び充実を図るこ

とを目的とする 

基幹系システム研究会：基幹系システムに関するシステムのあり方についての調査及び研究を行う 

電子申請研究会：申請書の電子化についての調査及び研究を行う 
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5. 現状分析・課題抽出の取組、対象手続の選定 

令和５（2023）年７月、令和６（2024）年７月に実施した窓口体験調査結果から現状を分析し本事業

で取り組むべき課題と対応を検討した上で対象手続の選定を行った。具体的な課題と対応方針は以、

の通りである。 

 

【窓口体験調査で抽出された課題】 

➢ 市民が必要な手続や持ち物が分からない 

➢ 転入時や死亡時など 30回程度氏名や住所を申請書に記入している 

➢ オンライン申請を進めると紙とデータの取扱いが複雑化 

➢ 市民がどこの課に行けばいいのかわかりにくい 

➢ 職員の事務処理動線が重なっている 

 

【対応方針】 

➢ [対応方針①]ホームページで必要な手続や持ち物を検索できるようにするとともに、同じとこ

ろからオンライン申請ができる仕組みを導入 

➢ [対応方針②]紙とオンライン申請のデータは電子審査システムで審査、管理を行い、基幹系シ

ステムに取り込む仕組み（自動連携は標準化後）を導入 

➢ [対応方針③]庁舎全体のサインや事務室内の配置などを検討し、庁舎整備計画を策定 

 

5.1 オンライン申請・電子審査システム・基幹システム取り込みの対象手続選定 

対応方針①は全庁の手続が対象であり、対応方針③は手続の対象はない。対応方針②の対象手続検討を

進めるため窓口サービス向上委員会で全体へ周知し、各課で検討した結果 63 手続が候補となった。 
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図表（5-1（各課の対象手続候補 

 

最終的な対象手続の絞り込みは、事業の効果や導入システムとサービスの特性を考慮した以、の観点

も含め実施した。 

 

➢ 数年以内に大幅な申請数増加が見込まれる手続 

➢ オンライン化や新たなアプリを導入に抵抗感の少ない幼い子供を持つ世代の手続 

➢ 乳幼児を持つ親や来庁が時間・手段として難しいことが多い申請者の手続 

 

 具体的に対象手続と選定理由は以、の通りである。 

 

No 担当課 手続 選定理由 

１ 市民課 マイナンバーカード電子証明書更新 今後３年で10倍以上の増加が見

込まれるため 

２ 保険健康課 後期高齢者医療高額療養費支給申請 対象者の来庁の手間、記入への

手間を削減するため  ３ 保険健康課 後期高齢者医療療養費等支給申請 

４ 保険健康課 後期高齢者医療送付先変更・変更解除申

請 

５ 保険健康課 子ども医療費受給者証の申請 市役所への来庁が難しいこと

（時間・手段）が多いため  ６ 保険健康課 医療費受給者証再交付申請（こども） 

７ 保険健康課 医療費受給者証再交付申請（障がい） 

８ 保険健康課 医療費受給者証再交付申請（ひとり親） 

９ 保険健康課 医療費受給者証再交付申請（後期高齢

者） 

10 保険健康課 予防接種の申請 乳幼児を持つ親が対象となるこ

とから市役所に来庁が難しいこ

と（時間・手段）が多い、また、

オンライン申請への技術的・心

理的な障壁が少ないため  

11 こども相談課 乳幼児健康診査等受診票の交付申請 

12 こども相談課 妊婦健康診査受診票の交付申請 

13 こども相談課 出産・子育て応援給付金の申請 

14 こども相談課 乳幼児家庭全戸訪問（赤ちゃん訪問）の

相談 

15 こども相談課 子育て見守り訪問の相談 

16 こども相談課 乳幼児健診の相談 

図表 5-2（対象手続一覧 
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【対象手続選定のポイント】 

対象手続の選定には長い時間を掛け、庁内および事業者と合意形成と意思決定を進めることが重要で

ある。事業開始前より勉強会や意見交換会などを定期的に開催し、市の目指す方向や事業の目的、達成す

べき KPI、導入システムやサービスの庁内理解を段階的に高めることで、事業開始時点で庁内および事業

者が共通理解のもと効果的な手続選定を進めることができる。 

また、選定時においては第一段階とし全庁業務量調査等の全庁的な情報を用いて大きな基準で振り分

け、その後に各課で選定を行った上で、最終的には事業担当課が市の目指す方向や事業の目的、達成すべ

き KPI 等を考慮して候補を選定することが必要である。 
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5.2 庁舎空間整備計画策定における現状分析・課題抽出 

本庁舎における現状のオフィスとそこで使用している什器備品等、庁舎空間の現状を把握し、整備に向

けた課題を抽出するため、以、の取組を実施した。 

 

➢ 庁内の現状レイアウト及び什器備品配置調査の取組み 

➢ 「窓口業務」と「全庁オフィス」に関するワークショップの開催 

➢ 「窓口業務」と「全庁オフィス」アンケート調査の実施 

 

5.2.1 現状調査の実施：庁内の現状レイアウト及び什器備品配置調査の取組み 

令和６（（2024）年６月に庁内各階のオフィスの現状調査を実施した。当調査では、窓口と執務環境

全般を含む空間の現状を把握することを目的として、窓口カウンター数とオフィス什器の配置を確

認し、レイアウト図面と什器備品リストを作成した。 

また、各部署で多く所有している、前年及び当年度書類の収納で利用しているファイリングキャ

ビネットの台数を文書量（fm）に換算し把握した。これは今後のペーパーレス活動の参考になり、ま

たファイリングキャビネットの撤去後の余剰スペースの有効利用の検討材料にもなった。 

 

図表 5-3 １階 現状什器備品リスト（一部） 
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図表 5-4 １階 現状写真（一部） 

 

5.2.2 「窓口業務」と「全庁オフィス」に関するワークショップの開催 

職員を対象に、窓口業務と庁内オフィスに関するワークショップを実施した。 

 

(1)（窓口に関するワークショップの開催 

令和６年（（2024）９月 18日（水）・10 月８日（火）に窓口サービス向上委員会のメンバーと窓口

業務に関わる担当職員を対象としたワークショップを全２回開催し、本市が目指す窓口の働き方と

働く場の検討として、来庁者と職員の双方の視点から意見交換を行った。 

別途フロントヤード改革モデルプロジェクトで行われていた業務フローの見直し等と乖離が無

いように、目指す理想の窓口をつくるために、「場（カウンターの内側執務エリアを含む現状窓口）

の課題再確認」と「新窓口空間の構築につながる要件の整理と抽出」の２つの目的でワークを行い、

現状課題の改善ではなく未来を見据え、参加職員には検討や変革の意識をより定着させるために

「自分ごと」として捉え、目指す窓口についてディスカッションが行われた。 

これらのワーク結果より今後目指す本市のあるべき窓口の姿を「シン窓口」と名付け、コンセプ

トと実現までのロードマップを作成した。また、新たな窓口空間の要件も抽出してレイアウトを作

成し、モデルプランの検討や来庁者に相応しい案内や誘導サインのあり方の検討も行った。 
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図表 5-5 窓口ワークショップの様子 
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図表 5-6 第１回 窓口ワークショップのまとめ 
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図表 5-6 第２回 窓口ワークショップのまとめ 
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今回のワークショップでは、本市が目指す理想の「シン窓口」の空間構築のための要件（与条件）

抽出にフォーカスし、ワークを行った。窓口とカウンターの内側である職員の執務エリアでの働き

方と働く場の将来変化に対応するアクションは、次の３要素である。 

・働き方＝働き方の見直し 

・意識＝新たな働き方へ向けた意識の醸成 

・場＝それらを実現するための場（オフィス）の構築  

これらを総合的にバランスよく考え、予算要求等も見据えながら、本市らしい窓口のありかたの

検討を継続的に進め、今後の庁内整備計画の検討材料としていく。 

２回のワークショップによる具体的な検討要素は以、の通りである。 

➢ 働き方：統一した運用やデザインルール化、職員の教育、オンライン相談/書類受付、ペーパー  

レス化、窓口の当番制 

➢ 意識：市民からの信頼を得る意識と対応、働き方の柔軟性、思いやり・助け合い・楽しんで働 

く、誰でも対応できるような窓口教育 

➢ 場：可変性（DX 化によるリアル窓口の減少やレイアウト変更対応等）、適応性（未来の変化対 

応に）、快適性（市民も職員も気持ちよく過ごせる等） 
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図表 5-7 窓口ワークショップのまとめ 

 

(2)（庁内オフィスに関するワークショップの開催 

令和６年（（2024）10 月９日に若手職員約 30名にて、民間オフィスの視察と全庁のオフィス環境を

対象としたワークショップを開催し、執務スペースの使い勝手、コミュニケーションの課題、効率的

なレイアウトのあり方について議論を行った。 

視察を経て、庁舎の執務環境について職員がどのような「働き方」をし、そのパフォーマンスを発

揮する「働く場」がどうあるべきかを考えるきっかけが目的で、参加の職員には今の常識にとらわれ

ず、未来志向で自由に、これからの働き方をイメージしながら議論を進めた。 

ワークショップの構成は、インプットとして最初に視察を行い、アウトプットとしてインプット

を踏まえて、本市庁舎の「働き方」と「働く場」のありたい姿（改革する時に取り入れたいこと）を

グループワークするという、２つのプロセスアクションにて実施し、ワークは、「バックキャスティ

ング」手法で、未来の目標を起点として、そこから逆算して解決策を考える思考方法で行った。 
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図表 5-8 民間オフィス視察と全庁ワークショップの様子 
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図表 5-9 全庁ワークショップのまとめ 

 

全庁ワークショップでは、参加の職員が、本市の「働き方」と「働く場」の改革について、自分ご

とで考え、グループにてワークを行った。オフィス改革における働き方と働く場の将来変化に対応

するアクションは、窓口の時と同様に、、記に記す「型・技・場」の３要素で検討した。 

・働き方＝働き方の見直し 

・意識＝新たな働き方へ向けた意識の醸成 

・場＝それらを実現するための場（オフィス）の構築  

具体的な検討要素としては、 

➢ 働き方：働き方の自由度、出勤状況と居場所の把握（ルールとツール）、空いたスペースの有効 

化や自席以外での業務許可、電話の検討 

➢ 意識：市民からの信頼を得る意識と対応、働き方の柔軟性、ワクワクしたい（出勤したいオフィ 

ス、魅力のあるオフィス）、仕事の場所や時間を選ぶことが可能 

➢ 場：プライバシー確保と快適性の担保（来庁者から見えない場の工夫）、柔軟な働き方を支援す 

る環境（移動可能な什器≒デスク・イス）、リフレッシュスペースと集中スペースの確保、自 

席から近いコミュニケーションスペース、WEB 会議 

 

5.2.3 「窓口業務」と「全庁オフィス」アンケート調査の実施 

職員を対象に、窓口業務と庁内オフィスの環境と運用に関するアンケートを実施し、定量的・定性

的なデータを収集した。 

 

(1)（窓口アンケートの実施 

・実施目的：現状の各部署の窓口空間について、今後の庁舎整備計画の参考とするためにアンケ 

ートを実施。（利用アンケート：コクヨ株式会社 窓口アンケート）。 

・回答窓口部署：市民課、税務課、納税課、保険健康課、長寿介護課、福祉課、保育課、こども 

政策課、こども相談課 

・実施期間：令和７（2025）年１月 20 日（月）～２月３日（月） 

・設問内容：「窓口手続きにおける主な行為行動」それぞれについて、窓口空間検討に必要なテ 

ーマである「窓口の機能性能」を、カウンター外側の「来庁者のエリア」と、カウン

ター内側の「職員のオフィス」の両方を一覧化にし、窓口での「行動行為」や「機能

性能」の中で、課題感が高いと思われる象限を「来庁者のエリア」と「職員のオフィ

ス」のそれぞれで３つずつ選んでもらった。 
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図表 5-10 窓口アンケート 窓口空間の「行為行動」「機能性能」リスト （コクヨ（株）） 

 

(2)（窓口アンケートの結果と分析 

・「来庁者エリア」における自部門の窓口空間で改善したい内容 

① 手続きの明確化： 来庁者がどの課に行くべきかを分かりやすくする仕組みが必要であり、案  

内表示の改善が求められている。 

② プライバシーの確保： 来庁者が相談できるプライバシーに配慮した空間が不足しており、改 

善が望まれている。 

③ 待合スペースの改善： 待合スペースの明るさや広さに関する不満があり、快適な環境作りが 

求められている。 

④ 窓口サービスの一元化： 異なる手続きが一つの窓口で行えるようにすることで、来庁者の負 

担を軽減する提案がある。 

⑤ 椅子や設備の改善： 来庁者用の椅子が重く、年配の方にとって使いにくいとの意見があり、 

動かしやすいものへの変更が求められている。 

 

・「職員のオフィス」における自部門の窓口空間で改善したい内容 

① スペースの狭さ： 窓口業務を行う際に職員が窓口を確認し続けるため、業務がはかどらない 

という問題がある。 

② 安全性と設備の充実： 来庁者に対するプライバシー配慮とリスク管理のための環境整備が求 

められている。 

③ 動線の改善： 窓口やシステム端末、コピー機、プリンターなどへの移動がしづらい現状を改 

善したいという要望がある。 

④ フリーアドレスの導入： リラックスした空間や集中できるスペース、従来の組織の垣根を超 

えた働き方の必要性が強調されている。 
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⑤ 環境設備と配席の見直し： 待合の照明や庁内空調の問題、職員が窓口を向くような机の配 

置の改善が必要とされている。 

図表 5-11 窓口アンケート回答 窓口空間の「来庁者のエリア」と「職員のオフィス」 

 

(3)（オフィス環境に関するアンケートの実施 

アンケートは職員が働く上で重要な行動（アクティビティ）を 7つに分類・設定しており、各部門

の業務特性に応じてアクティビテイビティを確認し、執務環境以外の職員意識等の目に見えない課

題も抽出し、全庁整備計画である「働き方」や「働く場」のありたい姿の検討材料として、空間構築

の要件設定に役立てます（利用アンケート：コクヨ株式会社 官公庁サーベイ）。 

・実施目的：職員ひとりとりの働く環境に関する意識を「重要度」および「満足度」の視点から把握 

することで、働きやすさを向上させるための課題を抽出。 

・回答者：本市 39部署（本庁以外の庁外部署含む） 

・実施期間：令和７（2025）年１月 17 日（金）～２月 12 日（水） 

・設問内容：働く環境に関する 72の項目について、重要度・満足度にて０～５の６段階で評価。 
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図表 5-12 オフィス環境に関するアンケート 概要（コクヨ（株）オフィスサーベイ） 

 

(4) オフィス環境に関するアンケートの結果と分析（（ 

・７つのアクティビティ（：オペレーションワーク、庁内関係構築、チームシンキング、庁外関係構 

築、高集中ワーク、特殊・専門ワーク、高機密性ワークに関する全庁の結   

果で、重要度と満足度の乖離が高かった項目は、高集中ワーク、高機密性

ワーク、庁内関係構築の３点となった。 

➢ 高集中ワークとは、「外部からの刺激を遮断・限定して、ひとつのことに没頭する・深める」

と定義しているが、職員はカウンター越しに来庁者からの視線を受けている状況があるためと

推察し、自席以外での集中ワークと、気兼ねなく休憩や気分転換の必要性の回答が多かった。 

➢ 高機密性ワークとは、「高いセキュリティを要する情報を扱う業務や議論を行う」と定義して
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いるが、外部への会話漏れ対策についての回答が多かった。来庁者との相談対応時の課題と考

えられる。 

➢ 庁内関係構築は、「メンバーとの理解・信頼観を深め、チームの一体感や帰属意識を高める」

と定義しているが、他部門とのコミュニケーションの課題と考えられる。 
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図表 5-13 オフィス環境に関するアンケート 全体結果  （コクヨ（株）オフィスサーベイ） 
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6. 業務フロー（BPR） 

6.1 BPRの進め方と成果物 

現状の紙申請書の業務や帳票をそのままオンライン申請に置き換えるのではなく、BPR により業務フ

ロー・申請項目・添付書類・審査業務等を見直した上で、デジタルへの置き換えを図る取組みを行った。 

対象手続の現状業務フローを確認した上で、住民・自治体職員双方の視点から課題を抽出した。一手

続の業務フローだけでなく、類似業務の業務フローを俯瞰して共通的な課題の施策を検討し、業務、帳

票の統合等を図ることで部分最適にとどまらない全体最適視点での業務改善を図った。BPR の基本的な

考え方は以、の図表の通りである。 

 

図表 6-1 BPR の基本的な考え方 

 

BPR を進める上で作成した成果物は、業務フロー以外にも申請に必要な情報の一覧や帳票、添付書類

等を整理した。業務フロー視点だけでなく、不要または追加が必要な申請情報がないかや帳票を統合で

きないか等の視点でも BPR を進められるよう成果物を検討した。具体的な成果物と主な情報、成果物

イメージは以、の通りである。 

 

No 成果物 主な情報 

１ 業務概要 手続名、対象要件、申請できる方、添付書類、特記事項、関連する

法令、条例 

２ 添付書類・持ち物一覧 添付書類と持ち物名、必要条件、種別、用途、様式、電子化状況、

紙申請・オンライン申請時の要否 

３ 現行業務フロー 業務・作業分類、フロー、利用システムやツール、利用帳票/ファ

イル、作業内容、作業時間、イレギュラーケース、コア／ノンコア、
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資格、定型／非定型 

４ 申請情報一覧 情報、記入・選択、選択肢、必要目的、記入・選択者、オンライン

申請時の情報 

５ 帳票 現行帳票、新帳票 

６ 新業務フロー 業務・作業分類、フロー、利用システムやツール、利用帳票/ファ

イル、作業内容、作業時間、イレギュラーケース、コア／ノンコア、

資格、定型／非定型、現行との差異 

７ 想定効果予測 定性効果、定量パラメータ、定量効果 

図表 6-2 BPR 成果物一覧 

 

 

図表 6-3 業務概要イメージ 
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図表 6-4 添付書類・持ち物一覧 

 

 

図表 6-5 申請情報一覧イメージ 
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図表 6-6 帳票イメージ 

 

 

 

図表 6-7 現行業務フローイメージ 
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図表 6-8 新業務フローイメージ 

 

 

 
図表 6-9 想定効果予測（定性効果） 
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図表 6-10 想定効果予測（定量パラメータ） 

 

 

図表 6-11 想定効果予測（定量効果（個別）） 
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図表 6-12 想定効果予測（定量効果（サマリー）） 

 

対象手続の BPR を進める中で、これまでの各成果物を用いて担当課職員とのヒアリングや検討会、意

見交換等の打合せを行った。まず、担当課から事前に対象業務のマニュアルや現行帳票、現行業務フロ

ー等を提供してもらい、それらの情報を各成果物にインプットして BPR 検討する成果物の作成を進める

が、必要な情報がない場合は事業者が持つナレッジを活用し、担当課との会議で白紙からのヒアリング

にならないように取り組んだ。 

打合せ後は、担当課と事業者が必要に応じて持ち帰り検討・確認を行い、次回の会議で結果や変更点

等を共有・決定した。一方で、すべてを対面会議で行うのではなく、作業の進捗状況や担当課の業務状

況も考慮し、必要に応じてメールや Web 会議ツールなどの遠隔・オンラインコミュニケーションも活用

して効率化を図った。 

 

図表 6-13 担当課との BPR の進め方概要 
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また、本事業は導入するシステムやサービスが決まっていたため、システムやサービスの機能を考慮し

ながら短期間で BPR を進める必要があった。例えば、BPR として申請情報の要不要を判断しつつ、オンラ

イン申請化するシステムに合わせて追加が必要な情報も考慮して情報を整理した。さらに、情報が整理

された後、システム機能に合わせて帳票をどのように定義すれば効率化されるかも並行して検討を進め

た。業務フローも同様に、本来の BPR として業務の統合や簡略化を検討しながら、書かない窓口やセルフ

端末など住民の利便性を向上させるサービス導入や AI-OCR などの電子化・ペーパーレス化のために必要

なシステム導入に伴う職員業務の追加検討も進めた。 
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6.2 業務フロー（共通的な BPR） 

前述の BPR の基本的な考え方で述べた通り、各対象手続を個別最適するだけでなく全体最適視点で

も業務改善を図るため各対象手続で共通的に発生している業務の BPR を進めた。 

各対象手続により業務のありなしは存在するが、申請前の事前作業（手続確認や相談問合せ等）から

始まり、申請、受付（・受、、確認・審査、決裁、発行・交付、保管の工程が大きく存在している。本事

業で導入するシステムやサービスの主な効果対象である事前作業、申請、受付・受、、確認・審査、保

管業務における共通的な課題に取り組むことで、各対象手続だけの個別最適ではなく今後の対象手続

の拡大や横展開を可能とする全体最適を図った。 

 

可視化した共通的な業務フローは以、図表の通りである。 

 

図表 6-14 現状業務フロー（共通） 

 

一部で郵送対応は行っているものの、オンライン申請が準備されていないため申請者は来庁による

申請が多くを占めており、職員においても多くの申請を窓口で対応しなくてはならない現状がある。ま

た、紙を前提としているため申請者はすべての情報を自ら手書きする必要性があり、職員が不備確認を

しなければならなく、紙により負担が大きくなっていることも考えられた。 

本事業で導入するシステムやサービスでは、特に事前作業～審査までの共通的な課題への対応を進

めた。具体的な課題と施策は以、の通りである。 
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No 共通的な課題 施策（導入システムやサービスの対応 

１ 申請者はどの手続が必要かの判断が難し

く職員は相談・問合せ負担もある 

ライフイベントの質問に答えることで必要な手続の

特定や添付書類・持ち物等の確認が可能とする仕組

みを構築し、申請者の利便性と職員負担を軽減（（実

現するシステムやサービス：申請ナビ） 

２ 主な申請手段が来庁による紙申請であり

申請者は開庁時間帯に時間の確保、職員

は窓口対応時間が必要である 

オンライン申請できる仕組みを構築し、申請者の来

庁時間負担と職員の窓口対応時間を軽減（（実現する

システムやサービス：申請ナビ） 

３ 申請書は申請者が記入する必要性がある マイナンバーカードの券面情報の読み取りと基幹シ

ステムと連携したプリセット機能を構築し申請書

作成負担を軽減。また、申請者の状況により職員が

書かない窓口でオンライン申請を支援し、住民の負

担を軽減（（実現するシステムやサービス：申請ナビ、

中間 DB 連携） 

４ 不備確認や審査時に紙や基幹システムを

目視確認している 

オンライン申請情報を電子で確認・審査できる仕組

みを構築し、基幹システムとの連携で不備確認と審

査作業を軽減（実現するシステムやサービス：電子

審査システム、中間 DB連携） 

５ 申請および審査の情報を紙で管理するこ

とが多く、基幹システムへの結果入力は

手で転記している 

オンライン申請システム・申請管理システムと連係

する電子審査システムで、オンライン申請から電子

審査、基幹システムへの自動連係を実現するための

仕組みを構築する（実現するシステムやサービス：

申請ナビ、中間 DB連携、電子審査システム） 

※基幹システムへの自動連係は令和８年(2026)度以

降 

６ 申請書や添付書類を紙で管理しており、

検索性が高くなくスペースも圧迫して

いる 

紙申請書を AI-OCR で電子化し電子審査システムで

データを一元管理。電子化後のベリファイ（データ

補正）はアウトソーシングし職員の負担を軽減。（実

現するシステムやサービス：AI-OCR、データクレン

ジングセンター、電子審査システム） 

図表 6-15 課題と施策（共通） 

 

 前述の施策を実施する新業務フローは以、図表の通りである。手続確認や相談・問合せ、審査等の作業

が軽減することに加えて、申請書・書類の受取や本人確認、ファイリング等の作業も不要となる。 
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図表 6-16 新業務フロー（共通） 

 

定性・定量効果の予測は住民と職員双方において分析した。 

職員の効果予測をする上では業務フローの各作業を６つに分類し、評価パラメータをインプットとす

ることで各対象手続間の効果予測が統一的となるよう進めた。定量効果も各手続で６つの分類別に算出

している。 

【職員：６分類】 

⚫ 相談・問い合わせ 

⚫ 申請・受付・受、 

⚫ 確認・審査 

⚫ 起案・決裁 

⚫ データ処理・管理 

⚫ 発行・交付  

 

住民の効果予測においては、３つの観点で効果予測を整理した。 

【住民：３分類】 

⚫ 来庁申請時間 

⚫ 申請書作成時間 

⚫ 窓口待ち時間 

 

上記共通的な新業務フローと分類を前提に得られる職員、住民別の定量（・定性効果は以、の図表の通り

である。 
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図表 6-17 職員定量効果（共通） 

 

 

図表 6-18 職員定性効果（共通） 

 

 

図表 6-19 住民定量効果（共通） 
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図表 6-20 住民定性効果（共通） 

 

【更なる業務改善へ向けた課題と施策】 

共通的な BPR および本事業で導入するシステムやサービスの効果により、申請、受付・受、、確認・審

査、保管業務における課題は改善される。しかし、より高い効果を得るためには以、３つの事項が必要で

ある。 

(1) プリセット、自動審査範囲の拡大 

 申請情報プリセットおよび自動審査を実現する基幹システム連携が住記システムのみとなっ

ており、効果の範囲が限定的である。他の基幹システムとのインターフェスを追加することで

効果を高めることができるため、システム標準化後に検討が必要である。 

(2) 決裁業務の効率化とペーパーレス化 

 申請から審査までの電子化は実現されたが決裁業務は紙による人の業務が多く残っている。

今年度データ化した申請や審査の情報と導入予定の電子決裁システムの連携の検討や業務の見

直しが必要である。 

(3) システム入力作業の効率化 

 今年度の仕組みはオンライン申請から電子審査システムを経由し申請管理システムまでデー

タを流しているが、その後の基幹システム入力の自動化は実現できていない。システム標準化

以降に一部基幹システムへの自動入力が可能となるため、システム標準化と並行して検討を進

める必要がある。 

 

本章では対象手続の共通的な BPR について記載した。以降の章では全体最適の視点で共通的な BPR を

行いつつも、各対象手続で個別最適を実施したいくつかの取組みを報告する。 
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6.3 業務フロー（後期高齢者医療送付先変更・変更解除申請に関する業務の例） 

共通的な BPR の課題、施策については前述の通りである。（「後期高齢者医療送付先変更・変更解除申請

に関する業務」においては共通的な BPR による施策以外に以、２点の取組みを行った。 

 

➢ 外部機関（広域連合）への紙申請書提出を継続したままオンライン申請を実現する 

➢ 直筆の同意欄がある帳票でオンライン申請を実現する 

 

まず、可視化した現行業務フローの概要は以、の通りである。 

 

 

図表 6-21 現行業務フロー 

 

本業務の業務改善を進める上で、共通的な BPR で述べた施策を適用するために大きく以、２点の課題

を解決する必要性があった。 

 

➢ 広域連合の帳票フォーマットを利用しているため帳票の大幅は変更ができない 

➢ 同意欄は直筆が必要である 

 

広域連合の帳票フォーマットを利用していることから広域連合の事務処理で必要な項目を削除するこ

とやレイアウトの大幅な変更は不可であり、申請者や職員の記入欄に関しても項目の大幅な追加、削除

等はできないという制限がある。また、これまで来庁して紙の申請書に記入し申請することが当たり前

であったため問題とはならなかった同意欄の直筆も、オンライン申請しただけでは申請後に来庁が必須

となってしまう課題があった。 

本課題に関しては、同広域連合の他自治体事例を調査して申請に必要な情報の整理から帳票案の検討

を進めた。また、庁内の決定だけではなく広域連合の担当者へ相談すると共に、帳票案のレビューを複数

回実施してもらうことで、オンライン申請化後にシステムや業務の大きな見直しが発生しないよう取り

組んだ。 

結果、現在の申請情報や帳票レイアウトを大きく変更せず最低限必要な項目のみ追加すること、また、

同意欄は残しつつも電子入力情報の帳票印字を可とすることでオンライン申請から電子審査システムの

流れを実現した。 
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➢ 最低限必要な項目のみ追加してオンライン申請時の出力帳票を作成する 

➢ 同意欄は残しつつも電子入力情報の帳票印字を可とする 

 

図表 6-22 現新帳票 
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図表 6-23 新業務フロー 
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6.4 業務フロー（医療費受給者証再交付申請に関する業務の例） 

 

共通的な BPR の課題、施策については前述の通りである。「医療費受給者証再交付申請」においては共

通的な BPR による施策以外に以、２点の取組みを行った。 

 

➢ 帳票を統合して１つのオンライン申請を実現する 

➢ 紙申請書を電子化してオンライン申請のデータと一元管理を実現する 

 

 まず、可視化した現行業務フローの概要は以、の通りである。 

 

図表 6-24 現状業務フロー 

 

本手続は子ども・障がい・ひとり親・後期高齢者の４つに分かれるが、業務フローに大きな違いはなく、

かつ同じ申請情報にも関わらず異なる紙申請書を利用している。 

オンライン申請化するにあたり、４つの申請入口を構築すると申請者が誤った申請をしてしまう恐れ

があることから１つの申請とすることを検討した。なお、職員目線では４つのどの申請であるかを認識

する必要がある点も考慮して申請項目を定義している。 

 

図表 6-25 現行帳票差異 
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図表 6-26 現新申請項目・帳票 

 

本業務は月次にまとめて決裁を行い、書類保管していることから一度に多くの紙書類の処理が発生し

ており、オンライン申請を導入しても少なからず紙申請書が残るため、AI-OCR で紙申請書を電子化して

オンライン申請のデータとの一元管理にも取り組んだ。 

 具体的には、オンライン申請で作成した帳票を AI-OCR で読み取るのではなく、現行帳票をそのまま AI-

OCR で読取りデータ化を図る。窓口はこれまで通りの業務運用を継続しつつオンライン申請データと一元

管理する方針とした。この方針により現行窓口運用に大きな影響を与えず紙申請のデータ化を実現でき

る。 
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 図表 6-27 紙帳票の AI-OCR から電子審査システムまでの流れ 

  

また、AI-OCR で読み取ったデータは 100%正しいデータではないため職員がベリファイ（補正）しなく

てはならない課題に対しては、事業者が提供するベリファイ（補正）作業を他自治体と共同利用できる電

子化サポートサービスを活用した。 

このサービスを活用することで AI-OCR の読み取り結果確認やデータの修正作業が軽減され、紙申請書

もオンライン申請のデータが格納されている電子審査システムから閲覧可能となる。 

 

結果、新業務フローは以、の図表の通りとなる。共通的な BPR の施策効果を得ながら帳票を統合し紙

申請書のデータ化による申請情報の一元管理を実現した。 

 

図表 6-28 新業務フロー 
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6.5 業務フロー（マイナンバーカード電子証明書更新申請に関する業務の例） 

共通的な BPR の課題、施策については前述の通りである。「マイナンバーカード電子証明書更新申請」

においては共通的な BPR による施策以外に（「オンライン申請後も来庁が必須となる手続の効率化」の取

組みを行った。 

 

 本手続は、来庁が必須の手続となるが今後３年で申請件数が１０倍以上になる見込みのため、来庁申

請時の住民滞在時間および職員作業時間をどれだけ軽減できるかが重要となる。また、１件の申請業務

においても、基幹システムへの膨大な情報入力や審査（・決裁業務等の複雑な業務もないことから、現行

業務フローや利用システムにおいても大きな変更を加えることなく、特に職員負担をできる限り増やさ

ないことに重点をおいて検討を進めた。 

  

 まず、オンライン申請の利用システム検討において、オンライン申請後も来庁が必須になることから

汎用予約システムを、他の手続のオンライン申請で利用していることからマイナポータル申請管理によ

るオンライン申請受付を検討した。 

 結果、汎用予約システムはシステム間の自動連携ができないことから、住民は複数回同じ情報を入力

する必要があり、職員においても申請情報との紐づけが困難なケースがあることから本手続での採用は

見送りとなった。 

 
図表 6-29 汎用予約システムとマイナポータル申請管理を利用した新業務フローイメージ 

 

また、マイナポータル申請管理によるオンライン申請の受付にも以、３点の課題があった。 

 

➢ 画面上で申請者を一意に特定する機能が少ない 

➢ 申請書を印刷するまでの作業ステップが多い 

➢ ５開庁日で申請データが消える 
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いずれも職員が対応時間を増やすことにより対応可能だが、申請件数の増加見込みを考慮すると１件

の職員対応時間が大幅に増える恐れがあり、オンライン申請の受付に電子審査システムを採用すること

で対応した。 

具体的な対応イメージは以、図表の通りである。 

 

図表 6-30 マイナポータル申請管理の利用における課題対応 

 

電子審査システムによるオンライン申請受付を採用した新業務フローは以、の図表の通りである。 

 

図表 6-31 電子審査システム採用後の新業務フロー 

 

オンライン申請可能な手続により利用するシステムが異なる、また新たなシステムに慣れる必要性

はあるが、オンラインによる事前申請が可能となることで、住民の利便性はもちろん、事前申請分は開

庁前の業務時間等に事前に印刷も可能であり、総合的に開庁時間帯における住民滞在時間および職員負

担を軽減できる。  
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7. 課題解決に向けた取組の選定 

課題解決に向けて実施した取組と導入ツールを以、に示す。 

 

7.1 手続案内 

概要 手続案内  

対象手続 ライフイベントに合わせた手続 

ツール 申請ナビ 初期￥1,500,000/ランニング￥1,600,000 

課題 住民のライフイベントに合わせて職員が聞き取りの上必要な手続を案内することが

必要だが、聞き取り項目が多く、また世帯情報等の確認もあり、熟練した職員による

対応が必要である。 

対応策 マイナンバーカード認証によるデータ連携で必要な手続を案内できるツールを導入

する。データ連携により質問を削減しつつ、聞取り項目を表示することから経験の少

ない職員でも案内できる。 

申請ナビは「手続ナビ」と「申請サポートプラス」という２つの機能を組み合わせたサービスであ

る。 

ライフイベント（引っ越し、結婚、出産、離婚、家族が亡くなった）に合わせた質問に回答するこ

とで、ライフイベントに紐づく必要な手続を住民自ら特定することが、かつ手続の内容や申請に必要

な添付書類等の情報も確認できる。また、基幹システムと連携した中間 DB連携サービスを活用して

住民に必要な手続を案内する際の質問省略を実現している。 

本事業で電子審査システムに対応した手続は申請ナビから直接申請することが可能であり、かつぴ

ったりサービスや県のオンライン申請 URL リンクを手続案内に掲載することで、各種オンライン申請

サイトへの誘導も可能である。 

 

図表 7-1 手続案内イメージ 
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7.2 手続予約 

概要 手続予約 

対象手続 確定申告予約受付 

ツール RESERVA（コントロールテクノロジー） 初期￥0/ランニング￥264,000 

課題 手続の際に窓口で確認が必要な場合、オンライン申請では完結できない。また、あら

かじめ書類を準備していたとしても、準備していない人と同じ時間待つ必要があり不

公平感がある。また、予約なく来庁された場合、職員側の準備ができずより時間がか

かっている状況である。 

対応策 手続案内から来庁する必要がある手続は、予約システムへ遷移するリンクを貼り、一

連の操作で完結させる。予約により窓口での待ち時間を低減することができ、職員の

準備期間も確保することができる。 

 

RESERVA は、汎用的な予約システムであり、各種相談窓口やイベント、セミナーの予約受付を管理でき

るサービスである。 

現在、予約を伴う業務を実施している所属では、予約受付を電話や窓口、ファックスとしている事例が

多いため、それに対応するために本来職員が実施すべき業務の時間を予約対応に振り分けて実施してい

る。 

予約受付を電話や窓口としている事例では、市役所開庁時にしか受付ができず、市民側が申し込みした

くてもできない状態が発生していた。 

上記のように、市民側、職員側両方にとって予約受付業務は非常に効率が悪く、使い勝手の悪い仕組み

となっているため、システムを導入することで２４時間３６５日の受付を実現し、電話受付や窓口受付

の件数を削減することができる。 

 

 

図表 7-2 手続案内イメージ 
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7.3 セルフ端末・書かない窓口 

概要 セルフ端末・書かない窓口 

対象手続 マイナンバーカード電子証明書更新申請以外の本事業の対象手続 

ツール 申請ナビ 初期￥1,500,000/ランニング￥1,600,000 

課題 住民が電子申請できる環境を持っていない。また、PC やタブレット端末等による電子

申請に不慣れな場合や操作が不安な場合、電子申請が難しい。 

対応策 庁内に住民自ら電子申請できるセルフ端末を設置する。また、PC やタブレット端末等

の操作に不慣れな住民向けとして職員が聴き取りを行いながら電子申請を可能とす

る書かない窓口を設置する。 

窓口にセルフ端末のコーナーを設けることで、来庁時にご自身で庁内のパソコンを利用してオンラ

イン申請できる環境を住民へ提供する。また、職員が申請ナビの画面を利用して、プリセット以外の

項目を住民から聞き取りを行いながら入力支援を行う書かない窓口も設置した。セルフ端末と書かな

い窓口により住民の負担を軽減するだけでなく、職員の負担軽減にもつながる。また、申請ナビに従

って必要な手続の絞り込み、入力をすれば良いため、経験の浅い職員や外部人材による支援も可能と

なる。 

 

図表 7-3 セルフ端末・書かない窓口イメージ 
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7.4 基幹システムとデータ連携された電子申請と電子審査システム 

概要 基幹システムとデータ連携された電子申請と電子審査システム 

対象手続 本事業の対象手続 

ツール 申請ナビ   初期￥1,500,000/ランニング￥1,600,000 

minnect   （初期￥5,045,000/ランニング￥1,800,000 

AI-OCR＋DCC （初期￥119,000/ランニング￥800,000 

課題 ⚫ 申請書の記入量が多く申請に時間がかかり記入漏れやミスも発生。審査において

も熟練度や経験値が必要な場合がある。 

⚫ 申請情報が一元管理されておらず、可視化や一元管理ができていないため分析や

参照がしにくい。 

対応策 ⚫ 住民データと連携させた電子申請に切り替える。また、審査においても基幹システ

ムデータを活用することで、一定の項目が自動で審査できるシステムを導入する

（申請ナビと基幹システムを連携した入力プリセットも活用）。 

⚫ 紙申請データは AI-OCR で読み取り、電子審査システムで一元管理する。 

⚫ 電子審査システムへ取り込んだデータは、ダッシュボードで可視化し分析に活用

する。 

申請ナビによるオンライン申請およびぴったりサービスと電子化サポートにより、オンライン申請

と電子化された紙の申請情報を一括して管理することが可能である。住民からの申請情報を扱うため、

J-LIS が特定の事業者にのみ接続を許可している自治体基盤クラウド（BCL）上に構築されており、

LGWAN 経由で接続することで申請内容の確認や審査を電子で行うことが可能である。審査が完了した

データは各自治体の申請管理システムへと連携され、基幹システムへと登録される。 

中間 DB 連携サービスを利用することで、形式的な審査（基幹システムとの突合など）を自動化する

ことができる。また、自動化できない審査項目についても、審査内容や基準を明文化した「設問」を

設定することが可能である。 
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図表 7-4 システム構成概略図 

 

 
図表 7-5 オンライン申請から電子審査システムのイメージ 
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図表 7-6 電子審査システム 申請一覧画面イメージ 

 

 

図表 7-7 電子審査システム 審査一覧画面イメージ 
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7.5 AI-OCR＋データクレンジングセンター（DCC） 

概要 AI-OCR＋データクレンジングセンター（DCC） 

対象手続 医療費受給者証再交付申請 

ツール Power（BI 初期￥119,000/ランニング￥800,000 

課題 オンライン申請を推進していくが、紙申請が必要となるケースも考えられオンライン

申請と紙申請の二重管理が必要となる 

対応策 紙申請を AI-OCR で電子化しオンライン申請と同じシステムにデータを連携させるこ

とで一元管理する。また、AI-OCR で電子化された申請情報の補正作業を行うデータク

レンジングセンターを利用することで職員負担を軽減する。 

住民から受、した申請書類を PDF データ化しポータルサイトにアップロードすると、帳票ごとに設

定された項目を読み取り、申請データをテキストデータ化する。AI-OCR で読み取られた電子データは

VPN 経由でデータクレンジングセンターへ連携される仕組みである。 

データクレンジングセンターでは、AI-OCR での読み取り結果と申請書スキャン画像を比較確認し、

必要に応じて正しい内容に補正する。補正された紙申請の電子データはオンライン申請データと一元

管理するため、ぴったりサービスの API を経由して電子審査システムへ格納する。 

また、データクレンジングセンターは他自治体と共同運用されるサービスとなるため、本市で一から

拠点準備や設計・運用検討等するよりコストを抑えた実現も可能である。 

 

図表 7-8 AI-OCR＋DCC の全体イメージ 
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図表 7-9 AI-OCR アップロードサイト画面イメージ 

 

 

図表 7-10 データクレンジングセンター拠点イメージ 
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7.6 ダッシュボード 

概要 ダッシュボード 

対象手続 本事業の対象手続 

ツール Power（BI 初期￥6,000,000/ランニング￥860,000 

課題 申請データはあるものの、データ分析に必要なデータを可視化するツールがなく、職

員による整理や可視化作業が必要となっている。分析前の準備が非効率的であり、分

析、その後の改善施策検討に注力できていない 

対応策 申請情報を取り込むだけでデータを可視化できるツールを導入することで、いつでも

職員自ら分析できる環境を提供する 

ダッシュボードのデータは LGWAN-ASP 上に構築されている電子審査システムの申請データを可視化

することを目的として実装している。端末にインストールされているツールから共有フォルダのデー

タを参照することで、申請データが可視化された状態で閲覧できるようになる。 

電子審査システムはオンライン申請データと AI-OCR で取り込んだ紙申請データの両方を一元管理

しているため、オンライン申請以外のデータも可視化できる。申請データは申請経路、手続ごと、申

請年、申請月、申請日（曜日）、申請時間帯、男女別、年代別（経路別）、年代別（手続ごと）で分析

できる仕様となっており、職員はダッシュボードの情報を課題発見や施策検討に活用していく。 

 

図表 7-11 ダッシュボード全体概要図 
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図表 7-12 ダッシュボード項目と画面イメージ 
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7.7 業務可視化・BPR研修 

概要 業務可視化・BPR 研修 

対象手続 なし 

ツール Govmates（Pit 初期￥900,000/ランニング￥900,000 

課題 ⚫ 業務フローは紙や Excel 等を利用してバラバラに管理されており全庁で統一的に

業務フローを管理するツールがない 

⚫ 業務改善を継続的に拡大していくための意識改革とともに各種情報の可視化・推

進方法のナレッジが不足している 

対応策 ⚫ 継続的なデジタル化・BPR 推進が可能であり他自治体と事例を共有できるツールの

導入 

⚫ 業務可視化（・BPR 研修を開催し業務可視化と BPR の意義を学ぶとともに業務や課題

の可視化と施策検討の手法を習得 

Govmates（ Pit は全国の団体で利用されているため業務フローや改善事例が蓄積されている。また、

本市で整理した業務フローの管理も可能である。本市事例の他自治体への共有、他自治体取り組み事

例の活用が期待できるとともに、可視化研修や BPR 研修を実施することで職員の意識改革とツールの

活用手法も取得した。 

 

図表 7-13 Govmates（Pit 業務フロー画面イメージ 
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図表 7-14 Govmates（Pit 業務量可視化画面イメージ 

 

 

図表 7-● 研修の様子 

 

7.8 kintone・RPA等伴走型支援 

概要 kintone・RPA 等伴走型支援 

対象手続 研修：全課 

伴走型支援：生活環境課業務、福祉課業務 

ツール RPA（２ライセンス） ランニング￥1,489,400 

愛知県共同利用電子申請システム ランニング￥704,000 

課題 ⚫ 複数のデジタルツールを導入し、職員による研修などを行い意識改革やツール活

用を進めてきているが、なかなか定着しきれない。 

対応策 ⚫ 内部の職員が説明しても響かないものも外部の講師が説明すると響くことが多い

ことから紙からデジタルへの意識改革、デジタルツールの使い方と考え方の研修

実施 
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⚫ デジタルツールの使い方も単なる操作方法の講義ではなく、添付書類が必要なの

か、申請項目は何に使っているのかなど紙の申請書をデジタル化するだけではな

い説明会の実施 

⚫ デジタルツールの作成に当たり、受注事業者が作成するのではなく、職員が作成し

ている中で事業者がフォローを行い、職員がメンテナンスできる伴走型支援を実

施 

本市は令和７年４月に文書管理システムを導入し電子決裁の運用が始まる。そのため、事務手続き

は基本デジタル化していくことになる。また、「みよし市オンライン化基本方針」では申請や届出はオ

ンライン化していくこととしており、職員がデジタルツールを活用して自走できる意識とスキルを醸

成していくことが必要である。本業務を通じて研修や伴走型支援を実施することで職員の意識改革と

ツールの活用手法も取得した。また、愛知県共同利用電子申請システムはグラファーであり、本市事

例の他自治体への共有が期待できる。 

 

 

図表 7-15 伴走支援スケジュール 

 

 

図表 7-16 研修の様子 
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図表 7-17 生活環境課伴走支援業務一覧と定量的効果 

 

 

図表 7-18 福祉課伴走支援業務一覧と定量的効果 
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7.9 全庁レイアウト全体構想の検討 

概要 全庁レイアウト全体構想の検討 

課題 デジタル化や文書管理システム、電子決裁システムの導入によるペーパーレス化の進

展でキャビネットが不要になり、窓口の機能や什器の変化が求められる。 

対応策 将来的な市民や職員ニーズの変化も加味しながら庁舎の空間整備計画を策定 

庁舎空間整備計画の全体構想としては、オンライン化窓口の活用による来庁者の負担軽減や、ペー

パーレス化の推進による書類管理の効率化とファイリングキャビネット撤去後の余剰スペースの有効

活用等、デジタル技術の活用に加えて、具体的な施策を選定し、レイアウト再考の計画を策定した。 

主な計画検討の取組視点は次のとおり 

 

(1) 来庁者の利便性向上支援 

➢ サイン整備による窓口の案内動線の明確化 

➢ 窓口配置の見直しによる手続きのスムーズ化 

➢ 窓口手続きのデジタル案内システムの導入による待ち時間の短縮 

(2) 職員の業務効率化支援 

➢ 執務エリアのゾーニング見直しによる業務動線の最適化 

➢ 共有スペースの拡充による職員間のコミュニケーションの促進 

➢ 窓口の２線化、３線化の検討や執務エリアのフリーアドレス化の導入による柔軟な働き方の実

現 

(3) 庁舎スペースの有効活用 

➢ 収納スペースの見直しによる余剰スペースの有効活用（例えば、小規模会議室や集中ブースの

設置） 

➢ オープンスペースの活用による来庁者の待合時間や多様で円滑な交流の実現 

(4) 快適な職場環境の整備 

➢ 照明・空調環境の最適化による執務環境の改善（主に 1階吹抜け部待合空間） 

 

上記項目を踏まえ、今後の取組に併せて、本市らしい働き方と働く場の全体像に関するロードマップ 

を作成し、全庁空間の成長変化予測と目指すべき姿も作成した。  
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図表 7-19 全庁ロードマップ（案） 
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7.10 １階窓口レイアウト全体構想の検討 

概要 １階窓口レイアウト全体構想の検討 

課題 ⚫ １階窓口エリアの窓口分散による移動の不便さと混雑時の待合場所の不便さ。 

⚫ プライバシーに配慮したカウンター機能の不足。 

⚫ 案内の効率及び的確性に影響するバックオフィスの狭い通路と非効率な動線。 

対応策 ⚫ 窓口業務の効率性と的確性実現のため、カウンターから２線・３線のレイアウトを

検討。 

⚫ 北側の市民課を、福祉課・長寿介護課・保険健康課と同じ南側エリアに移設するこ

とにより、申請相談窓口を１か所にまとめた際のレイアウト案を検討。 

⚫ 北側エリアは、待合兼カフェや交流スペースを設え、市民職員共に多用途活用が可

能なエリアを創出 

 全体構想の内、特に申請や相談で窓口に来庁者が多い 1階は、来庁する市民にわかりやすく、職員

は効率よく的確なサービス提供ができる窓口エリアのあるべき姿の検討に取り組んだ。 

 主な課題は以、の通りである。 

➢ １階窓口エリアの窓口分散による移動の不便さと混雑時の待合場所の不便さ。 

➢ プライバシーを配慮したカウンター機能の不足。 

➢ 案内の効率及び的確性に影響するバックオフィスの狭い通路と非効率な動線。 

➢ 対応策として、将来の１階窓口機能（市民課、福祉課、長寿介護課、保険健康課）の集約化を検

討し、次の内容を反映したレイアウト案作成に取り組んだ。 

➢ 窓口業務の効率性と的確性実現のため、カウンターから２線・３線のレイアウトを検討。 

➢ 北側の市民課を、福祉課・長寿介護課・保健健康課と同じ南側エリアに移設することにより、

申請相談窓口を１か所にまとめた際のレイアウト案を検討。 

➢ 北側エリアは、待合兼カフェや交流スペースを設え、市民職員共に多用途活用が可能なエリア

を創出。 
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図表 7-20 【窓口集約のレイアウト２線（案）】 

 

図表 7-21 【窓口集約のレイアウト３線（案）】 
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7.11 １階市民課レイアウトリニューアルの実施 

概要 １階窓口レイアウト全体構想の検討 

課題 市民課ではコア業務と窓口業務が隣接しており、申請処理の対応苦慮と職員動線が輻

輳している。 

対応策 ⚫ 市民課窓口の動線向上とプライバシーに配慮した個別ブースの増設。 

⚫ 市民の待ち時間短縮や身体的・心理的な負担を軽減。 

‐窓口の動線効率化を目指し、第１線（受付）担当者を明確化するために、受付で

待機できるカウンター椅子を導入。 

‐座って手続きできることと、プライバシーに配慮した個別ブースを増設。 

‐従来はお悔やみ窓口として３ブース配置していたが４ブースに増設し、別途設

置していた外国人相談窓口とマイナンバー窓口にもフレキシブルに利用できる環

境を整えた 

全体構想はあるものの、直近はペーパーレス化の推進でファイリングキャビネットによる文書保管

スペースがなくなる点と総合窓口化へ向けた課題解決を、まず市民課にて窓口改装を実施した。 

市民課ではコア業務と窓口業務が隣接しており、申請処理の対応苦慮と職員動線が輻輳していたの

で、新しい申請フローに合わせることと、マイナンバーカードの申請と更新や、おくやみ申請と外国人

の相談対応等も考慮し、担当職員の効率的な対応と来庁者のプライバシーにも配慮した L 字型のカウ

ンター配置の窓口レイアウトを再構築した。 

➢ 市民課窓口の動線向上とプライバシーに配慮した個別ブースの増設。 

➢ 市民の待ち時間短縮や身体的・心理的な負担を軽減。 

‐窓口の動線効率化を目指し、第１線（受付）担当者を明確化するために、受付で待機できるカウ

ンター椅子を導入。 

‐座って手続きできることと、プライバシーに配慮した個別ブースを増設。 

‐従来はお悔やみ窓口として３ブース配置していたが４ブースに増設し、別途設置していた外国

人相談窓口とマイナンバー窓口にもフレキシブルに利用できる環境を整えた。 
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図表 7-22【リニューアル前の市民課】      図表 7-23（【リニューアル後の市民課】 

 

 

図表 7-24（【リニューアル前】         図表 7-25（【リニューアル後】 
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8. データフロー 

本事業において構築したシステム、サービスのデータフローは以、のとおりである。 

 

図表 8-1 データフロー図 

 

申請ナビ（・書かない窓口（申請ナビ利用）のオンライン申請データ、および紙申請データ（AI-OCR 利

用）は、すべてマイナポータル（ぴったりサービス）の API を経由して電子審査システムで一元管理し

ている。 

また、基幹システムの住民情報は、データ連携基盤および本事業で構築した連携 APサーバを経由し

て BCL 環境の中間 DB へ連携し、申請ナビのライフイベント質問の省略・申請項目の画面プリセット、

電子審査システムでの申請情報との突合に利用している。 

電子審査システムで審査実施後は、申請管理システムと電子審査システムを連携させることで基幹

系までデータを流す仕組みを実現している。 

また、電子審査システムへ取り込んだ申請情報を活用し、ダッシュボードにより分析を行うことがで

きる仕組みも構築している。 

本事業では、自治体が保有する基幹システムのデータを利用することで職員の業務効率化および住

民サービスを向上するワンスオンリーを実現した。 

なお、インターネットで利用する申請ナビでは住民情報は保管していない。住民情報を取り扱う機能

についてはセキュリティが確保された BCL 環境上に構築するとともに、（「ID/PW およびアクセス元 IPア
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ドレスによる事業者認証」、「マイナンバーカード認証（MNC 認証）による本人認証」の２つの認証を必

要とするセキュリティ対策を施している。 

 

 

図表 8-2 申請ナビの住民情報利用時におけるセキュリティ対策全体像 
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9. 効果検証 

 

自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト共通の効果検証指標取得状況は以、のとおり。 

１手続あたりの 

来庁から手続完了

までの時間 

改革前閑散期 改革後閑散期 改革前繁忙期 改革後繁忙期 

対象手続 こども医療手続、

高齢受給者証手

続、福祉医療住所

変更等 

こども医療手続、

高齢受給者証手

続、福祉医療住所

変更等 

こども医療手続、

高齢受給者証手

続、福祉医療住所

変更等 

転入届、国民健康

保険手続、児童手

当手続等 

総サンプル数 ９件 １１件 １０件 ４件 

平均待ち時間 

（申請書記入～待

ち時間） 

266 秒 241 秒 253 秒 286 秒 

平均手続時間 3,147 秒 3,687 秒 3,522 秒 3,203 秒 

平均後処理時間 302 秒 343 秒 387 秒 315 秒 

 

住民満足度 改革前閑散期 改革後閑散期 改革前繁忙期 改革後繁忙期 

住民満足度 

（10点満点） 
8.10 8.57 7.97 8.45 

手続時間 

（5点満点） 
3.14 2.46 3.14 2.36 

手続きの簡便さ 

（5点満点） 
2.67 2.32 2.66 2.14 

 

職員満足度 改革前閑散期 改革後閑散期 改革前繁忙期 改革後繁忙期 

職員満足度 

（10点満点） 
5.13 4.50 5.49 4.55 

処理時間 

（5点満点） 
3.28 3.88 3.43 3.91 

事務の簡便さ 

（5点満点） 
3.59 3.75 3.39 3.91 
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【効果検証のポイント】 

改革前閑散期で指標を取得していた際には、転入に係る異動届や他課の手続きなど対象手続のワンス

トップを想定していたことから、市民課で他課を案内している転入者を対象者に市民課で番号発券して

から他課を回り、市民課に戻ってくる条件でサンプルを取得していた。 

しかし、事業を検討していく中で、転入に係る異動届について、想定していたツールでは、市民の利便

性向上、職員の業務効率化を両立できないことが BPR を進めていく中で判明した。また、基幹系システム

標準化に合わせて住民記録システム既存ベンダーが撤退したことによりベンダーが変更となり、システ

ム標準化対応業務が大幅に増加し、さらに、市民課職員の休業者発生などで市民課のリソースが枯渇す

ることになった。これらにより市民課と協議を行い転入に係る異動届を対象から外したことから、転入

に係る異動届を起点としたワンストップが不可能となり、２課の一部手続きを対象とすることになった。

そのため、市民課で改革前後にツール導入による大幅な変化を見いだせない状況となった。２課の一部

手続きはすべての転入者が実施するものではないことから想定していた改革前と改革後の比較が難しく

なってしまった。  
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10. KPI の達成状況 

本章では本事業における主な KPI として全体 KPI の改革前数値、今年度数値、目標数値および達成に向けた取組について記載する。個別 KPI の達成

状況は別紙に示す。 

 

KPI 改革前  （本年度 目標 達成に向けた取組 

本年度の取組 次年度以降の取組 

オンライン申請

可能手続数 

35 手続 

(R4 末時点) 

90 手続 

(R6 末時点) 

1,554 手続 

(R8 末時点) 

※全手続 

➢ 職員自らオンライン申請可能手続

の拡大に取組み（（操作研修、伴走支

援、進捗管理）、90 手続をオンライ

ン化 

➢ フロントヤード改革事業としてフ

ロントーバックヤードまでをつな

げるオンライン申請可能手続を拡

大させ、16 手続をオンライン化 

➢ R8の目標へ向けて、（「みよし市オン

ライン化方針」に掲げる件数や難

易度により４段階に分類した第３

弾（206 手続）、第４弾（1,223 手

続）に取り組む 

➢ オンライン申請ができない障壁

（第 4 弾手続きで例規改正・決済

手段準備等必要）を解消するため

にアナログ規制改革に取り組む。 

オンライン申請

件数 

111,949 件 

(R4 末時点) 

※国資料+県

電子申請利用

件数 

121,266 件 

(R6 末時点) 

※国資料

（一部前年

実績数字）+

県電子申請

利用件数

200,000 件 

(R8 末時点) 

※R4末の２倍

を目標 

➢ オンライン申請可能手続数を３５

手続から９０手続に増やし、ホーム

ページの動線を整理）職員がオンラ

イン申請可能手続の拡大に取り組

み、9,317 件増加 

➢ フロントヤード改革事業としてフ

ロントーバックヤード（申請管理シ

➢ 基幹系へのデータ連携が不要かつ

申請件数の多い手続を対象に、ぴっ

たりサービスによる申請件数増加

の取組を行う 

➢ 基幹系へのデータ連携が必要な手

続は、申請件数が多くかつ来庁不要

なものを中心に、今年度導入した申
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（3/4 時

点） 

ステム）をまでつなげるオンライン

申請可能手続を１５手続追加（対象

１６手続の内、マイナンバーカード

電子証明書更新を除く手続き） 

請ナビの仕組みを活用してオンラ

イン申請件数増加へ取り組む 

サービス利用者

の満足度 

－ 4.2 点 

(R6 末時点) 

4 点 

(R8 末時点) 

※5点満点 

➢ 来庁せず申請可能な手続の拡大と、

書かない窓口とバックヤードの連

携により住民情報を転記する仕組

みを作ることにより、満足度の向上

を図った 

➢ 市民課窓口の相談スペースの拡張

や設備の拡充になど、満足度向上に

つながる取組を行った 

➢ オンライン申請可能な手続を継続

的に拡大し、住民が来庁不要となる

サービス向上に取り組む 

➢ 来庁する住民向けには、申請を１つ

の窓口で対応できること（書かない

窓口・ワンストップ化）や市役所内

で迷わないようなサインの検討に

取り組む 

フロントーバッ

クヤードの連

携数 

0 手続 

(R4 末時点) 

15 手続 

(R6 末時点) 

18 手続 

(R8 末時点) 

オンライン申請（申請ナビ）、電子審査

システム、基幹システム連携の仕組み

を構築し、１５手続で導入（対象１６手

続の内、マイナンバーカード電子証明

書更新を除く手続き） 

R7 標準化以降、フロント－バックヤー

ドをつなぐオンライン申請可能手続の

20%増加に取り組む 

図表 10-1 主な KPI の達成状況と取り組み 

 

また、上記の「主な KPI の達成状況」以外の KPI については、別添資料③：KPI 達成状況一覧を参照 
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11. 費用対効果の検証 

本事業で導入したシステム、サービスの対象手続の範囲で費用対効果検証した結果を示す。各項目の

試算条件は以、図表の通りである。 

 

項目 条件 

対象手続 今年度導入システム、サービスで最大効果を得られるのは基幹

システムと連携した申請ナビおよび電子審査システムを利用

しているパターンとなる。令和７（2025）年度以降の対象手続

の拡大も基幹システムと連携することを前提としていくこと

から、費用対効果の試算はマイナンバーカード電子証明書更新

申請を除く 15手続を対象とする 

ツール導入・運用費用 汎用予約のみ初年度運用経費あり 

➢ 申請ナビ    （：初期経費（150 万（/（運用経費（160 万 

➢ 電子審査システム ：初期経費（505 万（/運用経費（180 万 

➢ AI-OCR+DCC   ：初期経費（12 万（/（運用経費（80 万 

➢ 中間 DB 連携   （：初期経費（580 万（/（運用経費（30 万  

➢ 汎用予約  ：初期経費（なし（/（運用経費（26 万 

年間業務量 ➢ 作業時間は相談・問合や決裁以降の業務も含む手続時間と後

処理時間の合計時間 

➢ 全手続作業時間×年間処理件数 

職員の人件費単価 実施計画（各年度事業が総合計画に沿った事業となるように３

年分の事業を毎年度見直して公表している計画）で定義されて

いる人件費単価（3,581 円） 

職員人件費 年間業務量（時間）×職員の人件費単価（円） 

図表 11-1 費用対効果検証の試算条件（本事業の対象手続） 

 

上記条件を前提とした１年目、２年目以降の費用削減効果は以、の通りである。 
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２年目以降は業務の熟度が上がることにより、さらに削減される業務時間が増える可能性もあるが、本

事業の 15手続だけでは費用対効果を高めることはできないという検証結果となった。 

ただし、本事業は試験的に選定した業務もあり、現状のままであれば費用対効果は見込めない想定では

あるものの、システムとサービスを最大限に活用する以、の施策を進めることで全体の費用対効果を得

られる可能性があると考える。 

 

➢ 本事業でデータ化された申請情報を自動で基幹システムや電子決裁システムへ連携する 

➢ 対応手続数を増やしていく（手続数に対する運用経費を抑える） 

➢ 職員作業時間が長い業務を選定する 

 

また、本事業で導入したシステムやサービス、仕組みは、職員側メリットだけではなく市民の来庁時間、

待ち時間、申請書作成時間など削減することができ、機会損失を防ぐ効果もある。 

 

次年度以降の追加手続検討および BPR においては、本事業の検証結果を参考にしながら引き続き職員

と市民双方の効果を高めるための活動に取り組んでいく。 

 

 次に、オンライン申請手続の取組全体を踏まえた場合の試算結果を示す。試算条件は以、の通りであ

る。なお、（ ツール導入・運用費用”、”職員の人件費単価”は前述の本事業の対象手続の試算条件と同

値である。 

➢ 令和８年度末時点でオンライン申請件数が KPI の 200,000 件に達した場合で試算 

➢ 今年度オンライン申請化する手続も含め試算（令和６年[実績]：90 手続追加、令和 7年[予定]：

206 手続追加、令和 8年[予定]：1,223 手続追加） 

➢ 令和５年度の実績（111,949 件）と令和 6年度の実績（121,266 件）から令和 7年度、令和 8年度

のオンライン申請増加件数を試算（令和 6年[実績]（：（9,317 件増加、令和 7年[予定]（：24,877 件

増加、令和 8年[予定]：53,857 件増加） 
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➢ １件当たりの削減時間は、今年度対象手続の年間申請件数 3,854 件と削減時間 256 時間から算出（1

件当たりの削減時間＝0.066 時間(約 4分)） 

 

上記条件を前提とした令和６（2024）年度、令和７（2025）年度、KPI 達成（令和８（2026）年度末）

後の費用削減効果は以、の通りである。 

 

 

 

KPI 達成（令和８（2026）年度末）後の費用削減効果については、令和８年度に原課（窓口担当部署）

の意見を取り入れて窓口 DXSaaS を導入する可能性があり、その際は、導入した分のツール運用経費が増

加するものの、窓口DXSaaS導入による職員人件費の削減効果も出てくるため、費用削減効果が変化する。 

職員人件費削減額よりはツール運用経費の増額分の方が大きく、費用削減効果は 796 万円より、がる

見込み。 
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12. 改革の効果・さらなる業務改善の検討 

 

 （１）改革による効果（見込） 

ア 来庁せずとも申請可能手続の確認と申請が可能となり、住民の来庁する時間の削減や利便性

が向上（例：出産・子育て応援給付金の申請 年７６９時間⇒３８５時間 約５１％削減） 

イ 基幹システムの情報をプリセットすることで入力の手間が軽減し、住民の申請書作成時間を

削減（例：後期高齢者医療送付先変更・変更解除申請 年３２時間⇒９時間 約７３％削減） 

ウ 事前のオンライン申請により来庁者が減り、かつ事前の電子審査システムによる審査で窓口

の待ち時間が削減（例：妊産婦・乳児健康診査・新生児聴覚検査受診票および妊婦・産婦歯科

健康診査受診票の交付 年３７時間⇒１９時間 約５０％削減） 

エ オンライン申請を利用することで来庁する申請者が減り、窓口対応していた時間を業務改善

推進に活用できることや、来庁される住民に対するこれまで以上に寄り添った相談対応等が可

能 

オ 導入ツールや BPR に合わせた職員動線の見直し、および事務室内のレイアウト変更など職員

が働きやすい環境を改善することにより職員の業務効率を向上 

カ 基幹システムのデータ活用や自動審査を行うことで申請者の入力手間や職員の審査時間を平

均２８％削減（例：子ども医療費受給者証の交付申請 年１１４時間⇒４３時間 約３８％削

減） 

キ 申請ナビ、電子審査システムの活用で１手続の職員窓口対応時間（相談/問合せ/申請/受付/

受、）を平均３９％削減（例：後期高齢者医療高額療養費支給申請（相談・受付作業） 年５

５時間⇒３９時間 ３８％削減） 

 （２）さらなる業務改善の検討 

ア 来庁せずとも申請可能 R7標準化後に基幹システムとの自動連携を行い、特に職員のシステ

ム入力作業削減を図る 

イ R7 導入予定の電子決裁システムと電子審査システムとの連携を検討し、決裁のペーパーレス

化や作業時間の削減を図る 

ウ ダッシュボードの情報からオンライン申請を増やすべきターゲット住民層を分析した上で、

ターゲットに合わせたホームページ案内や Line 通知、広報紙等の周知によりオンライン申請

者数増加を図る 

エ BPR 研修での学びや業務可視化ツールを活用し、職員が自発的に業務改善を進めることで、

自ら更なる業務効率化の施策を検討できる体制を整備する 

オ 今年度導入したシステムやサービスの勉強会を全庁的に開催し、対象手続や利用拡大へ向け

た意見交換を行うことでより効果のある追加手続を検討する  
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13. 今年度の取組における課題、今後の見通し 

 

 （１）今年度の取組における課題 

ア 実証開始の遅れにより各手続の導入後の効果測定とKPI達成へ向けた取得計画に遅れが生じ、

実際の取得データでの詳細分析が困難になった。 

イ オンラインや書かない窓口で申請された申請書を電子審査しているが、基幹系システムには

手入力のため担当者は業務改善効果を実感できていない。 

ウ 今回導入した手続きについて入力したり書かなくてよくなったりしたため市民の利便性向上

は図られたが、一部の窓口担当部署からは、選定したソリューションでは職員の窓口対応時間削

減につながらないとの指摘があり、導入を断念せざるを得ない状況となった。 

エ オンライン申請の事務処理動線は今後も必要であるが、来庁した市民の利便性向上と職員の

窓口対応時間削減を両立できるソリューションを検討していく中で、基幹系システムへの取込

みが別々の動線にならないような仕組みの検討が必要となった。 

オ 対象手続を選定するにあたり、手挙げとしたため、件数が少ない手続きも含まれたことから、

取得データの分析や業務改善効果の実感に影響が出た。 

カ R7.4 に文書管理システム運用開始で、紙文書がどこまで削減できるか職員に実感がない中で

庁舎空間整備計画を策定する必要があった。 

 （２）課題解決に向けた課題 

ア 実証期間中に解決できたもの 

  ⅰ 導入後の効果測定と KPI 達成へ向けた取得計画の遅れ、実際の取得データでの詳細分析が

困難 

⇒BPR 後の業務フローと事業者が有する他自治体の実績を用い、職員作業の時間削減の効果予

測を算出し KPI 達成計画を策定。今年度対象手続の実証結果は住民目線の効果が大きいため、

次年度以降に追加検討する手続は、より職員に効果の高い手続の検討が必要であり、各手続に

おける導入後の効果測定と KPI 達成へ向けた計画（住民・職員目線の定量・定性効果）が必要。 

ⅱ 庁舎空間整備計画の策定 

⇒全庁的な計画と窓口部門の計画を分けてアンケートや、机上個別の意見徴収を実施しイメ

ージを共有した 

⇒全庁的な計画を令和８年度以降に段階的に実施するため、実施スケジュールの検討、検討資

料の作成、参考品番での見積り作業を進めた 

イ 次年度以降に解決する見込みのもの 

 ⅰ ⇒標準化で変更となる業務フローへの適合、アップデートを図りながら職員の業務効率化

と住民サービスの向上を進める 

ⅱ 電子申請から電子審査までをつなぐ対象手続きの拡大へ向けた手続選定 

⇒より効果が高い手続の選定基準を明確にした上で、原課とソリューション勉強会や選定へ

向けた意見交換会を行い、しっかりと合意形成を図りながら拡大を進める 
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ⅲ 市民の利便性向上と職員の窓口対応時間削減を両立できるソリューションの検討、オンラ

イン申請の事務処理と窓口申請の事務処理からの審査済みデータについて基幹系システムへ

の取込みが別々の動線にならないような仕組みの検討 

⇒原課の意見を取り入れて導入を検討している窓口 DXSaaS などの他ソリューションと今年度

ソリューションとの連携検討を進める 

ⅳ 庁舎空間整備計画の庁内合意、実施スケジュール 

⇒窓口部門の配置（総合窓口、3線化など）について合意形成を行い、可変性の高いサイン導

入や市民・職員の動線、空きスペース活用、職員の働き方に資する機能配置などの検討を進め、

予算要求事務を進める 
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【取組における課題のポイント１】 

本市は令和３年８月に「みよし市デジタル化推進構想」を策定し、令和 10年頃の市役所デジタル化イ

メージのもと各種施策を進めながら、そのイメージを様々な事業者と共有しつつ情報交換を行っていた。

また、令和５年７月に窓口体験調査を行い様々な課題を把握しており、その課題の解決と市役所のデジタ

ル化イメージ達成を目指し、本プロジェクトに申し込みを行い採択されるに至った。 

しかし、募集から申請までに１月ほどしかなく、各種導入ツールの運用レベルまでのレビューはできて

いない状況で、転入に係る異動届や他課の手続きなど対象手続のワンストップを想定していた。BPR を進

めていく中で転入に係る異動届について、想定していたツールでは、市民の利便性向上、職員の業務効率

化を両立できないことが判明した。また、基幹系システム標準化に合わせて住民記録システム既存ベンダ

ーが撤退したことによりベンダーが変更となり、システム標準化対応業務が大幅に増加するなど市民課

のリソースが枯渇することになった。これらにより市民課と協議を行い転入に係る異動届を対象から外

したことから、転入に係る異動届を起点としたワンストップが不可能となってしまい、個別での取り組み

となってしまった。 

基幹系システムの標準化により、転出届での QR 化や申請管理システムと基幹系システムとの連携など

今後変化が予定されているが、オンライン申請と窓口申請のどちらで受けても基幹系システムへは自動

で連携できるように、本事業で構築したオンライン申請の仕組みについては、対象手続の拡大、窓口申請

は窓口支援システムの検討、基幹系システムへの連携検討などオムニチャネル化の市民利便性向上を図

るとともに業務効率化の向上を目指し、引き続きフロントヤード事業を推進していく。 

 

【取組における課題のポイント２】 

本市は令和７年４月に文書管理システムを導入し、電子決裁を導入する。現在は、紙のファイリングを

行っており、各課事務室内に紙文書を保管するファイリングキャビネットが設置されている。ファイリン

グキャビネットは３段式になっており、上２段が現年度文書、、１段が前年度文書、発生後２年過ぎた文

書は、市役所内の公文書保管庫で保存年限を定めて保管がされている。文書管理システム導入により紙文

書の発生は原則なくなるためファイリングキャビネットを撤去し、その空きスペースの活用を検討する

必要がある。 

また、市役所１階に市民課、保険健康課、長寿介護課、福祉課といわゆる窓口担当課が配置されている

が、市役所の構造上、市民課がそれ以外の窓口担当課から離れた位置に配置され、窓口体験調査でもその

配置やサインの分かりにくさが指摘されてきている。しかし、現状の市役所スペースでは窓口担当課を横

並びにすることや集約することは不可能である。 

上記のことより、ファイリングキャビネットが撤去でき、相応の空きスペースが発生する令和９年度以

降に合わせて窓口担当課の配置を総合窓口化や２線・３線方式含めて検討していくこととした。 

さらに、職員のアンケート結果から現状で不足している環境を整え、働きやすい環境（打合せスペー

ス、高集中ブースなど）を市役所全体的に検討していくこととした。働きやすい環境を構築することによ

り、在籍中の職員の離職防止や新規採用職員の募集の一助につなげていく。 

 

 


